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(57)【要約】
【課題】　高い流動性による優れた作業性、表面平滑性
（平坦性）、表面水平性及び速硬性等を有し、特に、表
面平滑性（平坦性）に優れた自己流動性水硬性組成物の
製造方法を提供することを目的とする。
【解決手段】　増粘剤及び変性シリコーンオイルを含む
混和剤と、増量材と、を混合して中間組成物を製造する
第一製造工程と、ポルトランドセメント、アルミナセメ
ント、石膏、無機粉末及び細骨材からなる基材と、中間
組成物と、消泡剤と、を混合して自己流動性水硬性組成
物を製造する第二製造工程と、を有し、中間生成物は混
和剤として消泡剤を含まない、自己流動性水硬性組成物
の製造方法を提供する。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　流動化剤、増粘剤及び変性シリコーンオイルを含む混和剤と、増量材と、を混合して中
間組成物を製造する第一製造工程と、
ポルトランドセメント、アルミナセメント、石膏、無機粉末及び細骨材からなる基材と、
前記中間組成物と、消泡剤と、を混合して自己流動性水硬性組成物を製造する第二製造工
程と、を有し、
前記中間組成物は混和剤として消泡剤を含まず、
前記増量材が、ポルトランドセメント、アルミナセメント、石膏、高炉スラグ微粉末、石
灰石微粉末及び細骨材から選ばれる１種以上であり、
前記自己流動性水硬性組成物中の水硬性成分が、ポルトランドセメント５～５５質量％、
アルミナセメント１０～６０質量％及び石膏１０～６０質量％からなり、
前記無機粉末が、高炉スラグ微粉末及び石灰石微粉末から選ばれる１種以上である、
自己流動性水硬性組成物の製造方法。
【請求項２】
　前記混和剤１００質量部に対して、増量材１００～５００質量部である、
請求項１に記載の自己流動性水硬性組成物の製造方法。
【請求項３】
　前記細骨材が、粗粒率０．６０～１．４０の範囲であり、吸水率１．６％以下である、
請求項１又は請求項２に記載の自己流動性水硬性組成物の製造方法。
【請求項４】
　前記水硬性成分１００質量部に対して、前記無機粉末１０～２００質量部であり、前記
細骨材７０～３００質量部である、
請求項１～３のいずれか１項に記載の自己流動性水硬性組成物の製造方法。
【請求項５】
　前記水硬性成分１００質量部に対して、前記消泡剤０．００５～３．５質量部である、
請求項１～４のいずれか１項に記載の自己流動性水硬性組成物の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、コンクリート床構造体等の構造物の施工に用いられる自己流動性水硬性組成
物の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　自己流動性水硬性組成物と水とを混練して得られる自己流動性モルタルには、高い流動
性による優れた作業性、表面平滑性（平坦性）、表面水平性及び速硬性等が要求される。
　
【０００３】
　自己流動性水硬性組成物は、大別すると石膏系とセメント系がある。速硬性を有し、製
造が簡単で安価に提供できるセメント組成物として、特許文献１には、ポルトランドセメ
ントをベースに、スラグ微粉末、アルミナセメント及び無水石膏を所定量含有し、さらに
凝結調節材を所定量添加した速硬性セメント組成物が開示されている。
【０００４】
　また、流動性に優れた自己流動性（セルフレベリング性）の組成物として、特許文献２
には、アルミナセメント、ポルトランドセメント及び石膏からなる水硬性成分と、高炉ス
ラグと、減水剤及び／又は増粘剤とを含み、高炉スラグは所定の範囲の平均粒子径のもの
を用いる自己流動性水硬性組成物が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
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【特許文献１】特公平２－１５５０７号公報
【特許文献２】特開２００８－３０９８５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　近年、自己流動性水硬性組成物で得られる水平で平滑な床面のさらなる高性能化が求め
られていることから、本発明は、高い流動性による優れた作業性、表面平滑性（平坦性）
、表面水平性及び速硬性等を有し、特に、表面平滑性（平坦性）に優れた自己流動性水硬
性組成物の製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは、上記課題を解決するために、自己流動性水硬性組成物の表面状態につい
て詳細に検討した結果、第一製造工程にて混和剤と増量材とを混合して消泡剤を含まない
中間組成物を製造し、第二工程にて基材と中間組成物と消泡剤とを混合することにより目
的とする優れた特性を有する自己流動性水硬性組成物が得られることを見出し、本発明を
完成するに至った。
【０００８】
　すなわち、本発明は、流動化剤、増粘剤及び変性シリコーンオイルを含む混和剤と、増
量材と、を混合して中間組成物を製造する第一製造工程と、ポルトランドセメント、アル
ミナセメント、石膏、無機粉末及び細骨材からなる基材と、中間組成物と、消泡剤と、を
混合して自己流動性水硬性組成物を製造する第二製造工程と、を有し、中間生成物は混和
剤として消泡剤を含まず、増量材がポルトランドセメント、アルミナセメント、石膏、高
炉スラグ微粉末、石灰石微粉末及び細骨材から選ばれる１種以上であり、自己流動性水硬
性組成物中の水硬性成分が、ポルトランドセメント５～５５質量％、アルミナセメント１
０～６０質量％及び石膏１０～６０質量％からなり、無機粉末が、高炉スラグ微粉末及び
石灰石微粉末から選ばれる１種以上である、自己流動性水硬性組成物の製造方法を提供す
る。
【０００９】
　本発明の自己流動性水硬性組成物の製造方法によれば、得られる水硬性組成物は高い流
動性による優れた作業性、表面平滑性（平坦性）、表面水平性及び速硬性等を有し、特に
、優れた表面平滑性（平坦性）を得ることができる。
【００１０】
　本発明の自己流動性水硬性組成物の製造方法の好ましい態様［（１）～（４）］を以下
に示す。本発明では、これらの態様を適宜組み合わせることが好ましい。
【００１１】
　（１）混和剤１００質量部に対して、増量材１００～５００質量部であることが好まし
い。これにより、各材料がより均質に混合され、均質性の優れた中間組成物を得ることが
できる。また、自己流動性水硬性組成物の表面平滑性（平坦性）がより向上する。
【００１２】
　（２）細骨材が、粗粒率０．６０～１．４０の範囲であり、吸水率１．６％以下である
ことが好ましい。これにより、自己流動性水硬性組成物の自己流動性をより一層向上する
ことができる。
【００１３】
　（３）水硬性成分１００質量部に対して、無機粉末１０～２００質量部であり、細骨材
７０～３００質量部であることが好ましい。これにより、より優れた流動性や硬化特性を
得ることができる。
【００１４】
　（４）水硬性成分１００質量部に対して、消泡剤０．００５～３．５質量部であること
が好ましい。これにより、より優れた表面平滑性（平坦性）を得ることができる。
【発明の効果】
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【００１５】
　本発明によれば、高い流動性による優れた作業性、表面平滑性（平坦性）、表面水平性
及び速硬性等を有し、特に、優れた表面平滑性（平坦性）が得られる自己流動性水硬性組
成物の製造方法を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】セルフレベリング性評価に用いるＳＬ測定器の斜視図である。
【図２】（ａ）ＳＬ測定器にスラリーを充填させた状態と、（ｂ）堰板を引き上げスラリ
ーが流動した状態を示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　本発明の自己流動性水硬性組成物の製造方法の好適な実施形態について以下に説明する
。
【００１８】
　＜製造方法＞
　本実施形態の自己流動性水硬性組成物の製造方法は、消泡剤を含まない中間組成物を製
造する第一製造工程と、当該中間組成物と消泡剤を含む自己流動性水硬性組成物を製造す
る第二製造工程と、を有する製造方法である。以下、本実施形態の自己流動性水硬性組成
物の製造方法における各工程を詳細に説明する。
【００１９】
　第一製造工程では、材料として、流動化剤、増粘剤及び変性シリコーンオイルを含む混
和剤と、増量材と、を混合して消泡剤を含まない中間生成物を製造する。
【００２０】
　材料の混合には、アイリッヒミキサー、ナウターミキサー、リボンミキサー、揺動ミキ
サー等材料を混合することが可能な混合機を使用することができる。
【００２１】
　混合機への材料の投入順序は特に限定されるものではなく、一度に全ての材料を混合機
に投入してから混合する方法や、混合しながら順番に混合機に材料を投入する方法や、一
つの材料を混合機に投入する毎に混合・停止を繰り返す方法でもかまわないが、配合量の
多い粉体材料から投入する方が短時間で均質に混ざり易いので好ましい。また、液体材料
が含まれる場合は、粉体材料を投入した後に添加することが好ましい。特に、全ての粉体
材料を予め混合機で混合した後に液体材料を添加して混合すると、液体材料が均質に混ざ
り易いので好ましい。液体材料の添加方法としては、特に決まりはないが、噴霧器等を用
いて小さい液滴状にして添加する方法がより均質に混ざり易いので好ましい。
【００２２】
　得られた中間組成物は、第二製造工程にて材料として一度に全量使用しても、所定量計
量して小分けして使用してもよい。
【００２３】
　中間組成物は、材料として、流動化剤、増粘剤及び変性シリコーンオイルを含む混和剤
と、増量材と、を含み、消泡剤を含まない。
【００２４】
　流動化剤は、特に種類を限定されるものではなく、減水効果を合わせ持つ、メラミンス
ルホン酸のホルムアルデヒド縮合物、カゼイン、カゼインカルシウム、ポリカルボン酸系
、ポリエーテル系及びポリエーテルポリカルボン酸系等の市販の流動化剤が、その種類を
問わず使用でき、特にポリエーテル系及びポリエーテルポリカルボン酸系等の市販の流動
化剤を用いることが少ない添加量で高い減水効果を発揮するので好ましい。
【００２５】
　流動化剤は、使用する水硬性成分に応じて、特性を損なわない範囲で適宜添加すること
ができ、水硬性成分１００質量部に対して、
好ましくは０．０１～２．０質量部、
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より好ましくは０．０２～１．０質量部、
さらに好ましくは０．０５～０．５０質量部、
特に好ましくは０．０８～０．３０質量部である。
流動化剤の添加量が少なすぎると好適な効果（優れた流動性と高い硬化体強度）を発現せ
ず、また添加量が多すぎても添加量に見合った効果は期待できず、単に不経済であるだけ
でなく、場合によっては粘稠性も大きくなり所要の流動性を得るための混練水量が増大し
て強度性状が悪化する場合がある。
【００２６】
　増粘剤は、特に種類を限定されるものではなく、セルロース系、スターチエーテルやグ
アーガム等の化工澱粉系、蛋白質系、ラテックス系、及び水溶性ポリマー系などの増粘剤
を単独又は併用して用いることができる。入手や取扱いの容易性や表面平滑性の観点から
セルロース系の増粘剤がより好ましい。
【００２７】
　増粘剤は、Ｂ型粘度計で測定される２０℃における１質量％水溶液の粘度が、
好ましくは２５００～５００００ｍＰａ・ｓであり、
より好ましくは、５０００～４００００ｍＰａ・ｓであり、
さらに好ましくは、７５００～３５０００ｍＰａ・ｓであり、
特に好ましくは、１００００～３００００ｍＰａ・ｓである。
　また、増粘剤は、Ｂ型粘度計で測定される２０℃における２質量％水溶液の粘度が、
好ましくは５０００～６００００ｍＰａ・ｓであり、
より好ましくは、１００００～５００００ｍＰａ・ｓであり、
さらに好ましくは、１５０００～４５０００ｍＰａ・ｓであり、
特に好ましくは、２００００～４００００ｍＰａ・ｓである。
これにより、高い流動性による優れた作業性を有しつつ表面平滑性（平坦性）や表面水平
性を得ることができる。特に、高い流動性を有しつつ、材料分離や表面の水浮きによる表
面粉化や表面凹凸が発生しない、優れた表面特性を得ることができる。
【００２８】
　増粘剤の粘度は、当該増粘剤を１質量％含む水溶液（２０℃）をＢ型粘度計を用いて測
定することにより得ることができる。
【００２９】
　増粘剤は、水硬性成分１００質量部に対して、
好ましくは０．０１～１．００質量部であり、
より好ましくは０．０５～０．７５質量部であり、
さらに好ましくは０．０８～０．５０質量部であり、
特に好ましくは０．１０～０．２０質量部である。
これにより、高い流動性による優れた作業性を有しつつ表面平滑性（平坦性）や表面水平
性を得ることができる。特に、高い流動性を有しつつ、材料分離や表面の水浮きによる表
面粉化や表面凹凸が発生しない、優れた表面特性を得ることができる。
【００３０】
　変性シリコーンオイルは、特に種類を限定されるものではないが、ストレートシリコー
ンオイルの側鎖の一部を有機基で変性させたものが好ましい。有機基としては、モノアミ
ン基、ジアミン基、アミノ基、エポキシ基、カルビノール基、メルカプト基、カルボキシ
ル基、ハイドロジェン基等の反応性を有するものが好ましい。中でも、ハイドロジェン基
で側鎖の一部を変性させた変性シリコーンオイルがより好ましい。これにより、貯蔵中の
水硬性成分の水和活性の低下を抑制することができ、中でもアルミナセメントに対して優
れた効果を示す。
【００３１】
　変性シリコーンオイルは、水硬性成分１００質量に対して、
好ましくは０．０００５～０．１０質量部であり、
より好ましくは０．００１～０．０７質量部であり、
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さらに好ましくは０．００５～０．０６質量部であり、
特に好ましくは０．０１～０．０５質量部である。
変性シリコーンオイルが、上述の範囲にあることにより、貯蔵中の水硬性成分の水和活性
の低下を抑制することができ、中でもアルミナセメントに対して優れた効果を示す。
【００３２】
　増量材は、ポルトランドセメント、アルミナセメント、石膏、高炉スラグ微粉末、石灰
石微粉末及び細骨材から選ばれる１種以上であり、混合した際に中間組成物中の各材料（
混和剤）を均質に分散させるために用いられる混合助材である。したがって、品質の安定
性の観点から増量材は、ポルトランドセメント、アルミナセメント、石膏、高炉スラグ微
粉末、石灰石微粉末及び細骨材からなる群より、第二製造工程で用いられる基材と同様な
材料を選択して用いることが好ましい。さらに、混和剤の均質性の観点から増量材は混和
剤（中間組成物に含まれる全混和剤の総計）よりも多く配合することが好ましい。
【００３３】
　増量材は、混和剤１００質量部に対して、好ましくは１００～５００質量部であり、よ
り好ましくは１５０～４００質量部であり、更に好ましくは、１８０～３５０質量部であ
り、特に好ましくは２００～３００質量部である。
【００３４】
　ポルトランドセメント、アルミナセメント、石膏、高炉スラグ微粉末、石灰石微粉末及
び細骨材の詳細な説明については、後述する。
【００３５】
　本実施形態の自己流動性水硬性組成物の製造方法における中間組成物には、上記の必須
成分に加えて、本発明の特性を損なわない範囲で、凝結調整剤等を適宜添加することがで
きる。
【００３６】
　凝結調整剤としては、水硬性成分の水和反応を促進する凝結促進剤と水硬性成分の水和
反応を遅延する凝結遅延剤があり、使用する水硬性成分の配合に応じてこれらの成分や添
加量を適宜選択することができる。
【００３７】
　凝結遅延剤としては、公知のものを用いることができる。一例として、オキシカルボン
酸類等の有機酸や、グルコース、マルトース、デキストリン等の糖類、重炭酸ナトリウム
やリン酸ナトリウム等を、それぞれの成分を単独で又は２種以上の成分を併用して用いる
ことができる。
【００３８】
　オキシカルボン酸類は、オキシカルボン酸及びこれらの塩を含む。オキシカルボン酸と
しては、例えば、クエン酸、グルコン酸、酒石酸、グリコール酸、乳酸、ヒドロアクリル
酸、α－オキシ酪酸、グリセリン酸、タルトロン酸、リンゴ酸等の脂肪族オキシ酸、サリ
チル酸、ｍ－オキシ安息香酸、ｐ－オキシ安息香酸、没食子酸、マンデル酸及びトロパ酸
等の芳香族オキシ酸を挙げることができる。
【００３９】
　オキシカルボン酸の塩としては、例えば、アルカリ金属塩（具体的にはナトリウム塩及
びカリウム塩等）及びアルカリ土類金属塩（具体的にはカルシウム塩、バリウム塩及びマ
グネシウム塩等）を挙げることができ、ナトリウム塩がより好ましい。また、特に、酒石
酸ナトリウムが、凝結遅延効果、入手容易性及び価格の面から好ましく、重炭酸ナトリウ
ムと併用することが更に好ましい。
【００４０】
　凝結遅延剤は、水硬性成分１００質量部に対して、
好ましくは０．０１～２．０質量部、
より好ましくは０．０５～１．５質量部、
さらに好ましくは０．０８～１．２質量部、
特に好ましくは０．１０～１．０質量部の範囲で用いることにより、好適な流動性が得ら
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れる可使時間（ハンドリングタイム）を確保できる。
【００４１】
　凝結促進剤としては、公知の凝結を促進する成分を用いることができる。例えば、凝結
促進効果を有するリチウム塩、硫酸アルミニウム、アルミン酸ナトリウム及び塩化カルシ
ウムを好適に用いることができ、これらを数種組み合わせて使用することができる。
【００４２】
　リチウム塩の一例として、炭酸リチウム、塩化リチウム、硫酸リチウム、硝酸リチウム
及び水酸化リチウム等の無機リチウム塩や、シュウ酸リチウム、酢酸リチウム、酒石酸リ
チウム、リンゴ酸リチウム及びクエン酸リチウム等の有機酸有機リチウム塩を挙げること
ができる。特に炭酸リチウムは、凝結促進効果、入手容易性及び価格の面から好ましい。
【００４３】
　凝結促進剤は、水硬性成分１００質量部に対して、
好ましくは０．０１～１．０質量部、
より好ましくは０．０１～０．５質量部、
さらに好ましくは０．０２～０．４質量部、
特に好ましくは０．０３～０．３質量部の範囲で用いることによって、自己流動性水硬性
組成物の可使時間を確保したのち好適な速硬性が得られることから好ましい。
【００４４】
　第二製造工程では、材料として、ポルトランドセメント、アルミナセメント、石膏、無
機粉末及び細骨材からなる基材と、中間組成物と、消泡剤と、を混合して自己流動性水硬
性組成物を製造する。
【００４５】
　材料の混合には、アイリッヒミキサー、ナウターミキサー、リボンミキサー、揺動ミキ
サー等材料を混合することが可能な混合機を使用することができる。
【００４６】
　混合機への材料の投入順序は特に限定されるものではなく、一度に全ての材料を混合機
に投入してから所定の時間混合する方法や、混合しながら順番に混合機に材料を投入する
方法や、一つの材料を混合機に投入する毎に混合・停止を繰り返す方法でもかまわないが
、最大粒子径が大きく、配合量の多い粉体材料から投入する方が短時間で均質に混ざり易
いので好ましい。また、液体材料が含まれる場合は、粉体材料を投入した後に添加するこ
とが好ましい。特に、最大粒子径が大きく、配合量の多い粉体材料を投入した後に液体材
料を添加すると、液体材料が均質に混ざり易いので好ましい。液体材料の添加方法として
は、特に決まりはないが、噴霧器等を用いて小さい液滴状にして添加する方法がより均質
に混ざり易いので好ましい。
【００４７】
　ポルトランドセメントとしては、普通ポルトランドセメント、早強ポルトランドセメン
ト、超早強ポルトランドセメント、中庸熱ポルトランドセメント、低熱ポルトランドセメ
ント及び耐硫酸塩ポルトランドセメントから選択して用いることができる。また、高炉セ
メント、フライアッシュセメント、シリカセメント等の混合セメントをその代替として使
用することもできる。速硬性の観点から、普通ポルトランドセメント、早強ポルトランド
セメント又は超早強ポルトランドセメントの使用が好ましい。
【００４８】
　アルミナセメントとしては、鉱物組成の異なるものが数種知られ市販されているが、そ
れらの主成分はモノカルシウムアルミネート（ＣＡ）であり、市販品はその種類によらず
使用することができる。なかでも、４０００～６０００ｃｍ２／ｇのブレーン比表面積を
有するアルミナセメントを用いることが好ましい。アルミナセメントのブレーン比表面積
は、ＪＩＳ　Ｒ　２５２１：１９９５に準じて求められる。
【００４９】
　石膏としては、例えば、二水石膏、半水石膏及び無水石膏が挙げられ、排煙脱硫やフッ
酸製造工程等で副産される石膏、又は天然に産出される石膏のいずれも使用することがで
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きる。作業性（高流動性、長可使時間）の観点から、無水石膏の使用が好ましい。
【００５０】
　上記のポルトランドセメント、アルミナセメント及び石膏からなる水硬性成分を用いる
ことにより、優れた自己流動性や、適正な可使時間や、優れた速硬性や、体積変化の小さ
い硬化体を得ることができる。
【００５１】
　水硬性成分は、ポルトランドセメント５～５５質量％、アルミナセメント１０～６０質
量％及び石膏１０～６０質量％である。ポルトランドセメント、アルミナセメント及び石
膏の配合割合が上記範囲であることにより、材料コストが安価で、優れた自己流動性、優
れた速硬性を有し、硬化中の体積変化が少ない硬化体を得ることが容易となる。
【００５２】
　また、水硬性成分の配合割合は、
好ましくはポルトランドセメント１０～４９質量％、アルミナセメント１７～５７質量％
及び石膏１４～５４質量％であり、
より好ましくはポルトランドセメント１５～４４質量％、アルミナセメント２２～５２質
量％及び石膏１９～４９質量％であり、
さらに好ましくはポルトランドセメント１９～３９質量％、アルミナセメント２７～４７
質量％及び石膏２４～４４質量％であり、
特に好ましくはポルトランドセメント２４～３４質量％、アルミナセメント３２～４２質
量％及び石膏２９～３９質量％である。
【００５３】
　無機粉体は、ＪＩＳ　Ａ　６２０６「コンクリート用高炉スラグ微粉末」で規定される
高炉スラグ微粉末及び石灰石微粉末から選ばれる１種以上である。ここで、石灰石微粉末
は、石灰石を粉砕したものが好適に使用できるが、炭酸カルシウムを主成分とする無機質
の粉末状物質であれば、廃コンクリート等を粉砕したものや、化学的に精製した炭酸カル
シウム等も代用することができる。無機粉体として、高炉スラグ微粉末及び／又は石灰石
微粉末を用いることで、強度発現性及び寸法安定性を高めることができる。
【００５４】
　また、これらの無機粉体は、ＪＩＳ　Ｒ　５２０１「セメントの物理試験方法」に従い
測定されるブレーン比表面積が、
好ましくは３０００ｃｍ２／ｇ以上であり、
より好ましくは３０００～８０００ｃｍ２／ｇであり、
さらに好ましくは３５００～６０００ｃｍ２／ｇであり、
特に好ましくは４０００～５０００ｃｍ２／ｇである。
ブレーン比表面積が上記範囲であることにより、より優れた流動保持性、強度発現性及び
寸法安定性が得られる。
【００５５】
　細骨材は、最大粒子径が８５０μｍ以下であり、細骨材１００質量％中に６００μｍ超
の粒子径を有する粗粒分を５質量％未満含むことが好ましい。このような細骨材として、
珪砂、川砂、陸砂、海砂、砕砂等の砂類、スラグ細骨材、再生細骨材、アルミナクリンカ
ー、から適宜選択して用いることができる。特に細骨材としては、珪砂、川砂、陸砂、海
砂及び砕砂等の砂類、及びアルミナクリンカーから選択したものを好適に用いることがで
きる。
【００５６】
　細骨材の粒子径は、ＪＩＳ　Ｚ　８８０１：２００６に規定される呼び寸法の異なる数
個の篩いを用いて測定することができる。また、本発明において、「６００μｍ超の粒子
径を有する粗粒分」とは、６００μｍ篩いを用いたときの篩上残分の粒子の質量割合のこ
とをいう。
【００５７】
　細骨材中に６００μｍ超の粒子径を有する粗粒分を５質量％以上含む場合、セルフレベ
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リング材の自己流動性が低下する傾向にある。上記粗粒分の下限値は特に制限がなく、０
質量％であってもよい。優れた自己流動性を得るため、細骨材中の粗粒分は、
より好ましくは０～３質量％であり、
さらに好ましくは０～０．５質量％であり、
特に好ましくは０～０．１５質量％である。
【００５８】
　細骨材の粗粒率が０．６０～１．４０の範囲であり、吸水率が１．６％以下であること
が好ましい。これにより、より優れた自己流動性を得ることができる。
【００５９】
　ここで、「粗粒率」とは、ＪＩＳ　Ａ　１１０２：２００６に規定される骨材の粗粒率
をいう。また、「吸水率」とは、ＪＩＳ　Ａ　１１０９：２００６に規定されている骨材
の吸水率（単位：％）の測定方法に準じて測定した値をいう。
【００６０】
　細骨材の粗粒率として、
より好ましくは０．６８～１．３５であり、
さらに好ましくは０．７２～１．２８であり、
特に好ましくは０．７４～１．２５である。
また、上記吸水率の下限値は特に制限がなく、０％であってもよい。細骨剤の吸水率は、
より好ましくは１．４０％以下であり、
さらに好ましくは１．２０％以下であり、
特に好ましくは１．００％以下である。
【００６１】
　本発明に用いる無機粉体及び細骨材は、水硬性成分１００質量部に対して、無機粉体１
０～２００質量部であり、細骨材７０～３００質量部であることが好ましい。これにより
、流動性（作業性）や硬化特性をより向上できる。
【００６２】
　無機粉体は、水硬性成分１００質量部に対して、
より好ましくは２０～１５０質量部、
さらに好ましくは３０～１００質量部、
特に好ましくは４０～８０質量部である。
【００６３】
　細骨材は、水硬性成分１００質量部に対して、
より好ましくは８０～２５０質量部、
さらに好ましくは９０～２２０質量部、
特に好ましくは１００～２００質量部である。
【００６４】
　無機粉体及び細骨材が上述の範囲であることにより、流動性（作業性）や硬化特性をさ
らに向上できる。
【００６５】
　消泡剤は、シリコーン系、アルコール系、ポリエーテル系などの合成物質又は鉱物油系
、植物由来の天然物質など、公知のものを１種あるいは２種以上を組み合わせて用いるこ
とができる。
【００６６】
　消泡剤の添加量は、水硬性成分１００質量部に対して、
好ましくは０．００５～３．５質量部であり、
より好ましくは０．０１～２．０質量部であり、
さらに好ましくは０．０３～１．５質量部であり、
特に好ましくは０．０５～１．０質量部の範囲で用いることができる。消泡剤の添加量は
、上記範囲内が、好適な消泡効果が認められるため好ましい。
【００６７】
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　また、消泡剤を第一製造工程で混合せず、第二製造工程で混合することにより、消泡剤
の性能を低下させることなく本来の効果を発揮することができることから、優れた表面平
滑性（平坦性）が得られる。
【００６８】
　第二製造工程では、最大粒子径が大きく、配合量が多い細骨材を混合機に投入し、次に
第一製造工程で得られた中間組成物の全量又は所定量を投入し、一定時間混合し、その後
、残りの各材料（基材）を投入して混合する方法が特に好ましい。また、残りの各材料の
投入順序について特に限定されるものではない。
【００６９】
　本実施形態の製造方法により得られる自己流動性水硬性組成物は、高い流動性による優
れた作業性、表面平滑性（平坦性）、表面水平性及び速硬性等を有し、特に、表面平滑性
（平坦性）に優れた表面特性を有することから、学校、マンション、コンビニエンススト
ア、病院等の床下地に用いることができる。
【００７０】
　本実施形態の製造方法により得られる自己流動性水硬性組成物を、所定量の水と混合・
攪拌することによって、自己流動性水硬性モルタルを製造することができる。水の添加量
を調整することにより、自己流動性水硬性モルタルの流動性、材料分離性及び硬化特性を
調整することができる。
【００７１】
　自己流動性水硬性モルタルは、水（Ｗ）と自己流動性水硬性組成物（Ｓ）との質量比（
Ｗ／Ｓ）が、
好ましくは０．２１～０．２９、
より好ましくは０．２２～０．２８、
さらに好ましくは０．２３～０．２７、
特に好ましくは０．２４～０．２６の範囲になるように配合して混練することができる。
【００７２】
　自己流動性水硬性モルタルの流動性の観点から、フロー値は、
好ましくは１９０ｍｍ～２６０ｍｍであり、
より好ましくは２００ｍｍ～２５０ｍｍであり、
さらに好ましくは２１０～２４０ｍｍであり、
特に好ましくは２１５～２３５ｍｍである。
フロー値が上記範囲にあると、流動性が好適となり、優れた作業性や水平性に優れた硬化
体表面を得やすい傾向にある。
【００７３】
　また、上記自己流動性水硬性モルタルのセルフレベリング性は、図１に示すＳＬ測定器
を用いて評価することができる。
【００７４】
　図１は、自己流動性水硬性モルタルのセルフレベリング性評価に用いるＳＬ測定器の模
式的に示す斜視図であり、ＳＬ測定器１０は、合成樹脂製で、内寸法が幅３０ｍｍ×高さ
３０ｍｍ×長さ７５０ｍｍの樋状であり、一方の端のみが開口端となっている。そして、
ＳＬ測定器１０は、閉口端側に自己流動性水硬性モルタルを充填するための充填部１１と
、充填部１１に隣接し、充填される自己流動性水硬性モルタルを堰き止めておくための、
合成樹脂製の堰板１２とを備えており、充填部１１は、内寸法が幅３０ｍｍ×高さ３０ｍ
ｍ×長さ１５０ｍｍの容量を有している。
【００７５】
　図２は、上述のＳＬ測定器を用いた、自己流動性水硬性モルタルのセルフレベリング性
の評価方法を模式的に示す断面図である。まず、図２の（ａ）に示すように、混練直後の
自己流動性水硬性モルタルを、充填部１１を満たすように流し込む。次いで、堰板１２が
引き上げられることにより、図２の（ｂ）に示すように、流し込まれた自己流動性水硬性
モルタルは、ＳＬ測定器１０の開口端側へ向けて流れ出す。ここで、充填部１１に自己流
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動性水硬性モルタルを満たした直後に堰板１２を引き上げた場合は、Ｌ０と表し、堰板１
２を２０分後及び３０分後に引き上げた場合を、それぞれＬ２０及びＬ３０と表す。
【００７６】
　流れ出した自己流動性水硬性モルタルが、標点１３から２００ｍｍの距離を流れるのに
要する時間をＳＬ流動時間（秒）とし、標点１３から自己流動性水硬性モルタルの流れが
停止した終点１４までの距離をＳＬ値（ｍｍ）とする。このＳＬ流動時間及びＳＬ値を測
定することで、自己流動性水硬性モルタルのセルフレベリング性を評価することができる
。
【００７７】
　自己流動性水硬性モルタルを充填部１１に流し込んだ直後に、堰板１２を引き上げて、
自己流動性水硬性モルタルが２００ｍｍの距離を流れる流動時間（Ｌ０）は温度２０℃の
環境下で、
好ましくは３～３５秒であり、
より好ましくは６～３０秒であり、
さらに好ましくは８～２７秒であり、
特に好ましくは１０～２５秒である。
【００７８】
　自己流動性水硬性モルタルのＳＬ値（Ｌ０）は温度２０℃の環境下で、
好ましくは４００～６００ｍｍであり、
より好ましくは４２０～５８０ｍｍであり、
さらに好ましくは４４０～５６０ｍｍであり、
特に好ましくは４５０～５５０ｍｍである。
【００７９】
　自己流動性水硬性モルタルのＳＬ値（Ｌ３０）は温度２０℃の環境下で、
好ましくは３００～５５０ｍｍであり、
より好ましくは３５０～５３０ｍｍであり、
さらに好ましくは３８０～５１０ｍｍであり、
特に好ましくは４００～５００ｍｍである。
【００８０】
　自己流動性水硬性モルタルは、施工場所の温度や湿度の条件にもよるが、打設終了後１
～２．５時間の間に硬化を開始（水引：自己流動性水硬性モルタルの表面水が消失）し、
硬化の進行に伴って自己流動性水硬性モルタル硬化体の表面硬度が上昇し、硬化体表面の
含水量が低下する傾向にある。
【００８１】
　自己流動性水硬性モルタルを打設し、表面を鏝仕上げして形成した３時間後の硬化体の
表面のショア硬度は温度２０℃の環境下で、
好ましくは１以上であり、
より好ましくは１０以上であり、
さらに好ましくは２０以上であり、
特に好ましくは３０以上である。
【００８２】
　なお、ショア硬度の上限値に特に制限はないが、ショア硬度計の測定限界値である１０
０程度である。自己流動性水硬性モルタル硬化体の表面のショア硬度が上記範囲にあると
、自己流動性水硬性モルタル施工（打設・鏝仕上げ）が終了した後、速やかに硬化が進行
することによってコンクリート床構造体を短期間に形成しやすくなる。
【００８３】
　自己流動性水硬性モルタルが硬化した表面には、水平性や平滑性（平坦性）が要求され
る。特に、硬化体表面の上に、張り物や塗り床を施工する場合に接着性の低下の要因とな
る気泡跡や表面凹凸（表面に微細な凹凸が形成される）が発せしないことが必要である。
硬化体表面を目視または指で触れて、凹凸を指に感じないことが好ましい。
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【００８４】
　以上、本発明の好適な実施形態を説明したが、本発明は上記実施形態に何ら限定される
ものではない。
【実施例】
【００８５】
　以下に、実施例を挙げて本発明の内容を具体的に説明する。なお、本発明はこれらの例
によって限定されるものではない。
【００８６】
［使用材料］
　実施例及び比較例で使用した材料を以下に記す。
【００８７】
（１）消泡剤
　消泡剤Ａ（ポリエーテル系界面活性剤、サンノプコ社製）
　消泡剤Ｂ（ポリエーテル系界面活性剤、鉱油、ＡＤＥＫＡ社製）
【００８８】
　＜中間組成物＞
（１）増量材
　ポルトランドセメント［ＰＣ］（早強ポルトランドセメント、宇部三菱セメント社製、
ブレーン比表面積４５００ｃｍ２／ｇ）
（２）流動化剤
　ポリカルボン酸系流動化剤（花王社製）
（３）増粘剤
　セルロース系増粘剤（松本油脂社製、粘度１８３８０ｍＰａ・ｓ）
【００８９】
　増粘剤の粘度は、Ｂ型粘度計（東京計器社製デジタル粘度計：ＤＶＬ－Ｂ）を用い、増
粘剤を１質量％含む水溶液（２０℃）について、ローターＮｏ．４、ローター回転数１２
ｒｐｍの条件で測定した。
【００９０】
（４）変性シリコーンオイル（信越化学社製、ハイドロジェン基で側鎖の一部を変性させ
た変性シリコーンオイル）
（５）凝結調整剤
　遅延剤Ａ：酒石酸ナトリウム
　遅延剤Ｂ：重炭酸ナトリウム
　促進剤Ａ：炭酸リチウム
　促進剤Ｂ：硫酸アルミニウム
【００９１】
　＜基材＞
（１）水硬性成分
　ポルトランドセメント［ＰＣ］（早強ポルトランドセメント、宇部三菱セメント社製、
ブレーン比表面積４５００ｃｍ２／ｇ）
　アルミナセメント［ＡＣ］（フォンジュ、ケルネオス社製、ブレーン比表面積３１００
ｃｍ２／ｇ）
　石膏［ＧＧ］（天然無水石膏、ブレーン比表面積３８８０ｃｍ２／ｇ）
（２）無機粉末
　高炉スラグ微粉末（千葉リバーメント社製、ブレーン比表面積４４００ｃｍ２／ｇ）
（３）細骨材
　珪砂（６００μｍ超の粒子径を有する粗粒分＝０．１２質量％、粗粒率＝１．２０％、
吸水率＝０．７９％）
【００９２】
　第一製造工程として、中間組成物を得るための配合を表１とし、自己流動性水硬性組成
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物中の水硬性成分１００質量部に対する配合割合とした。
【００９３】
【表１】

【００９４】
　表１より、遅延剤は遅延剤Ａ及び遅延剤Ｂを適宜併用し、促進剤は促進剤Ａ及び促進剤
Ｂを適宜併用した。また、表１の増量材（ポルトランドセメント）は水硬性成分１００質
量部の一部を用いた。さらに、中間組成物１～３には、消泡剤を配合しなかった。
【００９５】
　表１の各配合における粉体材料をそれぞれの配合割合で予め混合し、その後液体材料を
加えて各々混合し、中間組成物１～７を得て、２０℃恒温室内で１週間保管した。
【００９６】
　第二製造工程として、自己流動性水硬性組成物を得るための配合は表２とし、水硬性成
分１００質量部に対する配合割合とした。ここで、表２の水硬性成分であるＰＣ、ＡＣ及
びＧＧの合計質量部及び表１の増量材の質量部を合算すると１００質量部となる。
【００９７】

【表２】

【００９８】
　表２の各配合を各々混合し、自己流動性水硬性組成物を得た。
【００９９】
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［自己流動性水硬性モルタルの調製］
　上記自己流動性水硬性組成物から１．５ｋｇ採取し、水３７５ｇを加えてケミスタラー
を用いて３分間混練して自己流動性水硬性モルタルを得た。自己流動性水硬性モルタルの
調製は、温度２０℃の恒温室内で行った。
【０１００】
［フロー値］
　ＪＡＳＳ・１５Ｍ－１０３「社団法人日本建築学会：セルフレベリング材の品質基準」
に準拠してフロー値を測定した。測定は、温度２０℃の恒温室内で行なった。測定結果を
表３に示す。
【０１０１】
［セルフレベリング（ＳＬ）値］
　図１に示すＳＬ測定器１０の、充填部１１に混練直後の自己流動性水硬性モルタルを、
流し込んだ直後に堰板１２を引き上げ、図２に示すように、充填部１１から流れ出した自
己流動性水硬性モルタルの流れが停止した後に、標点（堰板の設置部）１３から自己流動
性水硬性モルタルの流れが停止した終点１４までの距離を、ＳＬ値（ｍｍ）として測定し
た。また、自己流動性水硬性モルタルが標点１３から２００ｍｍの距離を流れるのに要す
るＳＬ流動時間（秒／２００ｍｍ）を測定した。測定結果を表３に示す。
【０１０２】
［空気量］
　ＪＩＳ　Ａ　１１７１：２０００「ポリマーセメントモルタルの試験方法」６．４空気
量試験に準拠して測定した。測定には、丸東製のモルタルエアメータを用いた。測定結果
を表３に示す。
【０１０３】
［水引時間］
　調製した自己流動性水硬性スラリーを、内寸法が幅１３０×長さ１９０×高さ１７ｍｍ
の合成樹脂製容器に厚さ１５ｍｍになるように流し込んだ後、凝結開始に伴い、硬化体の
表面水が消失（光の反射が失われ曇った状態）した時間を水引時間として測定した。測定
結果を表３に示す。
【０１０４】
［表面硬度］
　自己流動性水硬性スラリー打設後からの所定の経過時間の後に、硬化した表面の硬度（
ショア硬度）をスプリング式硬度計タイプＤ型（（株）上島製作所製）を用いて、任意の
４カ所の表面硬度を測定し、そのスプリング式硬度計タイプＤ型のゲージの読み取り値の
平均値をその時間の表面硬度とした。本実施例及び比較例においては、３時間及び２４時
間後のショア硬度を測定した。測定結果を表３に示す。
【０１０５】
［表面状態］
　表面状態は、外寸が幅４５０×長さ４５０×高さ３０ｍｍのコンクリート板の外周に堰
を設け、得られた自己流動性水硬性モルタルを、厚さ１５ｍｍになるように流し込み、２
４時間後、目視又は指で触れて表面の気泡跡、及び凹凸を評価した。ここで、「気泡跡」
とは、表面に存在する、直径が０．１～０．５ｍｍ程度の穴であり、「凹凸」とは、表面
を指で触診（なぞる）した場合に感じる抵抗性（ザラザラ感）である。気泡跡の評価は、
穴がない場合を「○」とし、穴がある場合は、その直径の大きさと個数とした。平滑性の
評価は、触診して指先に抵抗性を感じない場合を「○」とし、指先に抵抗性を感じる場合
を「×」とした。測定は、温度２０℃、湿度６５％の環境下で行った。評価結果を表３に
示す。
【０１０６】
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【表３】

【０１０７】
　表３の実施例１～３に示すように、本発明の自己流動性水硬性組成物を用いて調整した
自己流動性水硬性スラリーは優れたフロー値及びＳＬ値（流動性）を示し、水引時間も２
時間以内であり、表面硬度も３時間で１０以上であった。また、表面状態も気泡跡や凹凸
が無く優れた表面平滑性（平坦性）が得られた。
【０１０８】
　一方、第一工程で消泡剤を配合した表３の比較例１～３は、表面に気泡跡が発生し、比
較例４は、Ｌ３０のＳＬ値が低下した。
【０１０９】
　本発明の実施例１～３より、第一製造工程にて消泡剤を除く混和剤と増量材とを混合し
て中間組成物とし、第二製造工程にて消泡剤を配合することにより、高い流動性による優
れた作業性、表面平滑性（平坦性）、表面水平性及び速硬性等を有し、特に、優れた表面
平滑性（平坦性）が得られる自己流動性水硬性組成物が得られることが確認された。
【符号の説明】
【０１１０】
　１０…ＳＬ測定器、１１…充填部、１２…堰板、１３…標点、１４…終点。
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